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事業報告 (2024年4月1日から2025年3月31日まで)

1 企業集団の現況
（1）事業の経過及び成果
① 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました綿半グループの設備投資の総額は13億97百万円
で、セグメントごとの設備投資について示すと、次のとおりであります。
（小売事業）
当連結会計年度の設備投資は４億42百万円で、主として各店舗の改装等への投資であります。

（建設事業）
当連結会計年度の設備投資は８億28百万円で、主として工場設備等への投資であります。

（貿易事業）
当連結会計年度の設備投資は50百万円であります。

（その他）
当連結会計年度の設備投資は54百万円であります。

（全社資産）
当連結会計年度の全社資産の設備投資は21百万円であります。

② 資金調達の状況
当連結会計年度においては、小売事業における筑北村の新豚舎建設、建設事業における株式取

得及び用地取得に伴う資金に充当するため、金融機関より68億円の資金調達を行いました。
③ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。
④ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。
⑤ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

当社連結子会社の株式会社夢ハウスと株式会社綿半林業は、2024年４月１日を効力発生日とし
て、株式会社夢ハウス(2024年６月１日付で株式会社綿半林業へ商号を変更)を存続会社とする吸
収合併を行っております。
当社連結子会社の株式会社綿半ホームエイドと株式会社綿半Jマートは、2024年７月１日を効

力発生日として、株式会社綿半ホームエイドを存続会社とする吸収合併を行っております。
⑥ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

当社は、2024年４月１日付で、征矢野建材株式会社(2024年６月１日付で綿半建材株式会社へ
商号を変更)の全株式を取得し、同社を連結子会社といたしました。
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（2）重要な子会社の状況 (2025年３月31日現在)

事業区分 会社名 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

●小売事業

綿半パートナーズ株式会社 100百万円 100％ グループ共同仕入、ＰＢ商品の共同開発、
グループ間接部門の運営

株式会社綿半ホームエイド 100 100 スーパーセンター･ホームセンター･ドラ
ッグストア･調剤薬局･動物病院の運営

株式会社綿半ドットコム 33 100 パソコン･家電･食品･酒･建材等の通信販
売

株式会社綿半フレッシュマーケット 48 100 食品スーパーの運営

株式会社綿半インテック 10 100
イベントレンタル、個人向けレンタル、運
送業務、倉庫業務、運送業務の合理化と在
庫管理

リグナ株式会社 10 100 家具･インテリア･アパレル･雑貨のオン
ラインショップ･店舗運営、ＣＧ事業等

大洋株式会社 48 100 組立家具の製造･卸･インターネット通販
事業等

株式会社綿半三原商店 100 100 茶葉及び菓子の製造･卸･販売、カフェス
ペースでの軽食販売

●建設事業

綿半ソリューションズ株式会社 100 100 建物改修工事、自走式立体駐車場、建築鉄
骨等の各種建設工事

株式会社綿半林業 50 100
戸建木造住宅の販売、設計施工、加盟店運
営、戸建施工、木材･建材輸入、プレカット
材･建材製造販売

株式会社綿半林業SH 7 100 戸建木造住宅のフランチャイズ事業、資
材等の販売、加盟店の技術･販売支援

株式会社綿半工務 50 100 注文住宅の販売及び施工

株式会社綿半林業の家 23 100 注文住宅の販売及び施工

株式会社綿半ホームズ 10 100 注文住宅の販売及び施工

綿半建材株式会社 50 100 住宅資材販売事業、木材加工品製造･販
売、木質バイオマスチップ製造販売
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事業区分 会社名 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

●貿易事業 綿半トレーディング株式会社 45 100 医薬品原料、化成品原料等の輸入･販売

●その他 綿半リアルエステート株式会社 10 100 建物総合管理、賃貸借の仲介、不動産売
買、不動産コンサルティング

（注）１．リグナ株式会社、大洋株式会社及び株式会社綿半三原商店は、綿半パートナーズ株式会社の100％出資の子会社であり、出資比率は間
接所有であります。

２．株式会社綿半工務、株式会社綿半林業の家、株式会社綿半林業SH及び株式会社綿半ホームズは、株式会社綿半林業の100％出資の子
会社であり、出資比率は間接所有であります。

３．2024年４月１日付で、綿半ホールディングス株式会社は株式会社綿半林業SHの全株式を株式会社綿半林業へ譲渡いたしました。
４．2024年４月１日を効力発生日として、株式会社夢ハウスを存続会社、株式会社綿半林業を消滅会社とする吸収合併を行うとともに、

同日付で株式会社夢ハウスの商号を株式会社綿半林業に変更しております。
５．2024年４月１日付で、征矢野建材株式会社の全株式を取得し、同社を連結子会社としております。なお、2024年６月１日付で、同社

は商号を綿半建材株式会社に変更しております。
６．株式会社新発田技研は、2024年６月１日付で商号を株式会社綿半林業の家に変更しております。
７．株式会社サイエンスホームは、2024年６月１日付で商号を株式会社綿半林業SHに変更しております。
８．2024年７月１日を効力発生日として、株式会社綿半ホームエイドを存続会社、株式会社綿半Jマートを消滅会社とする吸収合併を行

っております。
９．2024年８月31日付で、株式会社綿半林業SHは株式会社綿半ホームズの全株式を株式会社綿半林業へ譲渡いたしました。
10. 2024年８月31日付で、株式会社綿半工務は株式会社綿半林業の家の全株式を株式会社綿半林業へ譲渡いたしました。
11. 2025年４月１日を効力発生日として、株式会社綿半ホームエイドを存続会社、株式会社綿半フレッシュマーケットを消滅会社とする

吸収合併を行っております。

2025年05月20日 11時35分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



4

2 会社役員の状況
（1）取締役の状況 (2025年３月31日現在)

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 野 原 勇
監査室、ＩＣＴ室、
綿半パートナーズ株式会社 代表取締役社長、
綿半ソリューションズ株式会社 代表取締役CEO、
株式会社綿半林業 代表取締役社長

代表取締役副社長 有 賀 博
広報室
綿半リアルエステート株式会社 代表取締役会長
綿半建材株式会社 代表取締役会長

取締役会長 野 原 莞 爾 −

取締役 木 下 晃
経営戦略室
株式会社綿半林業ＳＨ 代表取締役社長
株式会社綿半林業 取締役副社長

取締役 伴 野 紋 子 総合管理室、リスク管理室、経営管理室
株式会社綿半ドットコム 代表取締役社長

社外取締役(常勤監査等委員) 矢 島 充 博 綿半ソリューションズ株式会社 監査役

社外取締役(監査等委員) 坂 本 順 子 六田･坂本法律事務所 弁護士
横浜冷凍株式会社 社外取締役

社外取締役(監査等委員) 萩 本 範 文 ＡＭシステムズ株式会社 代表取締役CEO

社外取締役(監査等委員) 中 島 和 幸 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 顧問
NiKKi Fron株式会社 社外取締役

（注）1. 当社は、矢島充博、坂本順子、萩本範文、中島和幸を東京証券取引所規則に定める独立役員として、同取引所に届け出ております。
2. 当社は、情報収集の充実を図り、監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査･監督機能を強化するには常勤が必要と判
断したために、矢島充博を常勤の監査等委員として選定しております。

3. 矢島充博、中島和幸は、金融機関での長年の業務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定す

る契約を締結することができる旨を定款に規定しており、各監査等委員である取締役との間で責任
限定契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結

しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役（監査等委員である取締役を含
む。）であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者が負担するこ
ととなる損害賠償金・争訟費用等の損害を補填することとしております。ただし、被保険者が法令
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違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には補填されないなど、
一定の免責事由があります。

（4）事業年度中に退任した取締役
笹広男は、2024年６月28日開催の第76回定時株主総会終結の時をもって、当社の取締役を任期
満了により退任しております。

（5）役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2021年２月25日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除き、

以下においても同様とする。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。
また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定

方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることや、役員指名・報酬諮問会議
からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しており
ます。
なお、監査等委員である取締役の報酬は、その役割と独立性の観点から固定(基本)報酬のみとし、

株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内で、監査等委員の協議により決定しておりま
す。
取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

①基本方針
・当社の企業理念を共有し、実践する人財を登用できる報酬とする。
・当社のステークホルダーとの価値共有を図り、当社グループの持続的な企業価値の向上を動機づ
ける報酬体系とする。

・報酬の決定について透明性・公正性・客観性を確保する。
②取締役の報酬等の決定方針及び算定方法

報酬の種類 決定方法・算定方法 支払日

金銭
固定(基本)報酬 役位、職責、在任年数及び経営環境、通期の業績に対する個別の

貢献度を総合的に勘案した上で、支給額を決定します。 毎月25日
年間報酬の12分の1
を月額報酬として7
月から支給変動(業績連動)報酬

グループ中期計画への取組み、業績への貢献度を勘案し、直前期
の業績指数に応じて、対象取締役の役位に応じて支給額を決定し
ます。

非金銭 譲渡制限付
株式報酬

株主の皆さまとの価値共有を図るため、中長期業績と株式価値の
向上への貢献度を勘案し、総数100,000株以内、対象取締役の役
位に応じて支給額を決定します。

年1回
７月に支給

③報酬等の割合に関する方針
取締役の種類別の報酬割合は、非金銭報酬の割合を25％以下、変動（業績連動）報酬の割合を

25％以下を目安に当社における取締役の報酬等の決定方針及び算定方法に基づき決定しておりま
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す。
④報酬等の決定の委任に関する事項

取締役の個人別の報酬額は、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について
委任を受けるものとしております。
委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部分について評価を行うには

代表取締役社長が適していると判断したためであります。その権限の内容は、各取締役の金銭報
酬の額及び非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）については個人別の割当株式数とします。なお、
委任された内容の決定にあたっては、代表取締役社長の野原勇が草案を起案した後、役員指名・
報酬諮問会議において関係法令、役員指名報酬内規の規定等に沿った内容であることを確認し、
取締役会にて協議の上、代表取締役社長の野原勇が決定しております。

（6）取締役の報酬等
①当事業年度に係る報酬等の総額

役員区分 報酬等の総額 報酬等の種類別の総額 支給人数固定(基本)報酬 変動(業績連動)報酬 非金銭報酬
取締役 (監査等委員を除く)
(うち社外取締役)

155百万円
(ー)

105百万円
(ー)

ー
(ー)

49百万円
(ー)

6名
(ー)

取締役 (監査等委員)
(うち社外取締役)

28百万円
(28)

28百万円
(28)

ー
(ー)

ー
(ー)

4名
(4)

合計
(うち社外取締役)

183百万円
(28)

133百万円
(28)

ー
(ー)

49百万円
(ー)

10名
(4)

（注）1. 上表の取締役(監査等委員を除く)の報酬等の額には、2024年６月28日開催の第76回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役(監
査等委員を除く)１名の在任中の報酬等の額が含まれております。

2. 取締役の報酬額は、2021年６月24日開催の第73回定時株主総会におきまして、以下のとおり決議いただいております。当該株主総会終
結時点の取締役(監査等委員である取締役を除く。)及び監査等委員である取締役はそれぞれ4名です。
・取締役(監査等委員である取締役を除く。) 年額300百万円以内 ・監査等委員である取締役 年額100百万円以内
また、2021年６月24日開催の第73回定時株主総会におきまして、取締役(監査等委員である取締役を除く。)４名に対して、上記年額報酬
とは別枠で、取締役(監査等委員である取締役を除く。)に対する譲渡制限付株式報酬として年額100百万円以内と決議いただいておりま
す。当該株主総会終結時点の取締役(監査等委員である取締役を除く。)は4名です。

3. 上記のほかグループ会社の取締役を兼任する取締役5名は、グループ会社より総額90百万円の報酬等の支給があります。
4. 当事業年度における取締役(監査等委員である取締役を除く。)3名に対する譲渡制限付株式として当事業年度に費用計上した額49百万円
を含んでおります。

5. 当社は、中長期的な企業価値向上に向けた取組みや株主の皆さまとの一層の価値共有を促進することを目的として、2024年６月28日開
催の取締役会の決議により、取締役(監査等委員である取締役を除く。)3名に対し、30年の譲渡制限期間を設けた上で、当社の普通株式
27,744株を発行し、割り当てました。なお、30年間の譲渡制限期間は、譲渡制限期間の満了もしくは、任期満了、死亡その他当社取締役会
が正当と認める理由により当社の取締役の地位から退任した場合、譲渡制限を解除することとしております。

②当事業年度に支給した役員退職慰労金
該当事項はありません。

(注)．本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表（2025年3月31日現在）
（単位：百万円）

資産の部
流動資産 43,312

現金及び預金 3,964
受取手形、売掛金及び契約資産 12,930
電子記録債権 3,588
商品及び製品 15,843
仕掛品 1,028
原材料及び貯蔵品 3,722
その他 2,260
貸倒引当金 △24

固定資産 36,122
有形固定資産 28,210
建物及び構築物 14,737
機械装置及び運搬具 1,727
工具、器具及び備品 543
土地 10,986
リース資産 210
建設仮勘定 3
その他 0

無形固定資産 1,110
のれん 568
その他 541

投資その他の資産 6,801
投資有価証券 2,057
長期貸付金 999
繰延税金資産 1,134
その他 2,802
貸倒引当金 △192

資産合計 79,434

負債の部
流動負債 34,246

支払手形及び買掛金 9,475
電子記録債務 6,416
短期借入金 10,481
リース債務 42
未払法人税等 1,191
賞与引当金 879
工事損失引当金 123
完成工事補償引当金 41
その他 5,594

固定負債 21,946
長期借入金 15,989
リース債務 170
繰延税金負債 164
退職給付に係る負債 2,461
資産除去債務 2,257
その他 903

負債合計 56,193
純資産の部
株主資本 22,403
資本金 1,101
資本剰余金 706
利益剰余金 21,574
自己株式 △978

その他の包括利益累計額 836
その他有価証券評価差額金 697
繰延ヘッジ損益 0
退職給付に係る調整累計額 138

純資産合計 23,240
負債･純資産合計 79,434
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連結損益計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 133,594
売上原価 105,563

売上総利益 28,030
販売費及び一般管理費 24,528

営業利益 3,501
営業外収益

受取利息及び配当金 80
受取補償金 56
補助金収入 58
出資金運用益 164
保険解約返戻金 38
その他 222 620

営業外費用
支払利息 103
為替差損 14
貸倒引当金繰入額 93
控除対象外消費税 15
その他 81 309
経常利益 3,812

特別利益
固定資産売却益 ６
投資有価証券売却益 371
負ののれん発生益 51 429

特別損失
固定資産除売却損 51
減損損失 687 738

税金等調整前当期純利益 3,503
法人税、住民税及び事業税 1,709
法人税等調整額 △283 1,425
当期純利益 2,077

親会社株主に帰属する当期純利益 2,077
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